
 

金融再生法 に 基 づ く 不良債権額（平成19年9月 30日 現 在 ） は 

119億80百万円 で 、 総与信額 の4.00%と な っ て お り ま す 。  

当行 は 、 堅実経営 を モットーに信用リ スク の管理強化 に 努 め 、 ま 

た「金融検査 マ ニ ュ ア ル 」 で示 さ れ た、 資産査定 、 引当基準 の考 

え方 を 踏 ま え 、 自 己責任 に 基 づ き 、 かつ 外部監査人 と の 合意 の も 

と、 十分 な貸倒引当金 の繰入 を実施 し て お り ま す 。 不良債権 に 対 

して の担保 や 貸倒引当金 に よ る 保全率 は 91.43％ で、残りの部   

分 に 対 し て も 自 己資本 での対応 が 十分可能 で す 。  

今後も皆さま方の資金需要にお応えしながらも、審査、リスク管 

理 を徹底 し な が ら 、 資産 の健全性維持 に 努 め て ま い り ま す 。  
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（単位：億円） 

金融再生法開示債権の保全状況 

厳格 な資産査定 を 行 い 、 貸出資産の健全化およ び劣化の防止 に も 努め て おり ま す 。  

当行は、“地元に親しまれ、信頼される銀行”を目指して、地域 

の皆さまの資金需要に対して積極的に取組んでまいりました。 

特に、個人・ 中小企業 の皆 さ ま へ は 、 変わ ら ぬ 姿 勢 でご 要 望 に 

お応え し て おり ま す 。 この 結 果 、 平成19年9月 末 に お け る 貸出 

金のうち、個人・中小企業等向 け の 貸出金割合 は 90.22%、 貸 

出先件数割合 は 99.86%に 達 し て おり ま す 。  

今後 と も 引 き 続 き 地域金融機関 と し て個人・中小企業 の皆 

さま の健全 な 資金需要 に 対 し て 的確 に お 応 え し 、 地域社会 の発 

展に貢献していきたいと考えております。 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

破産更生債権等 平成19年9月 30日  危険債権 要管理債権 合　　計 

開 示 債 権 額 （A） 
 

 

担保保証等 に よ る 保全額 （C） 

 
 対象債権 に 対 す る 貸倒引当金 （B） 

 

保 全 額 （D）=（B）+（C） 

 

 

破産更生債権及 び  
これ ら に 準 ず る 債権 

危 険 債 権  
 
 
 
 

要 管 理 債 権  

 

1. 破 産 更 正 債 権 等 

2. 
 
 
 
 

3. 

 

 

破産手続開始 、 更生手続開始 、 再生手続 
開始 の申立 て 等 の 事由 に よ り 、 経営破綻 
に陥 っ て い る 債 務 者に 対す る 債 権 及 び 
これ ら に 準 ず る 債権。  

債務者 が 経営破綻 の状態 に は 至 っ て い 
ないが、 財政状態及 び 経営成績 が 悪 化 し 、 
契約 に 従 っ た債権 の元本 の 回収及 び 利 
息の受 取 り が で き な い可能性 の高 い債 
権。  

3ヵ月 以上延滞債権及 び 貸出条件緩和 
債権。  

債務者 の財政状態及 び 経営成績 に 特 に 
問題 が な い も の と し て 、 上記1か ら 3ま 
でに 掲げ る 債権以外 の も の に 区分 さ れ 
る 債権。  

 とは 
 

とは  
 
 
 
 

とは  

 
正 常 債 権  4. とは  

 

福岡県内の個人・ 中小企業の皆 さ ま へ  の  貸出 を  
基本  と し て おり ま す  。  

貸出金残高およ び中小企業等向け 貸出金残高の推移 
 

（％ は 貸出金 に 占 め る 中小企業等向 け貸出金 の割合 ）  

貸出の基本理念につ  いて  

不良債権につ  いて  

用 語 解 説  

金融再生法開示債権および保全・引当等の状況 不良債権額および不良債権比率の推移 

うち個人ローン 中小企業等向けの貸出金残高 貸出金残高 

平成19年 
9月 期 

平成19年 
3月 期 

5,075 

1,032 

4,043 

5,075 

 

平成17年 
9月 期 

平成18年 
9月 期 

平成18年 
3月 期 

2,840 2,633 
 （92.70％ ）  

531

2,875 2,676
（93.05％） 

541

2,879 2,656
（92.27％） 

544

3,464 

349 

2,972 

3,322

3,439 

528 

2,027 

2,556

11,980 

1,910 

9,043 

10,954 

 開示額  に  対  す  る  保全率 
 

（D）  
（A）  

100.00％ 95.87％ 74.31％ 91.43％ 
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2,932 2,700

545

（92.06％） 
2,981 2,690

（90.22％） 

543

 
 

破産更生債権等 
5,075（1.69％） 

要管理債権 
3,439（1.15％） 

資本金・ 
資本剰余金等 
21,205

担保保証等 
9,043

不良債権 
11,980 
（4.00％） 

そなえ 

不良債権に 
対する保全率 
91.43％ 
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平成17年 
9月 期 

3,280

6,108

3,303

12,693

平成18年 
3月 期 

4.691

4,769

4,871

14,332

平成18年 
9月 期 

4.457

4,207

5,013

13,677

平成19年 
3月 期 

3,906

3,473

5,570

12,950

平成19年 
9月 期 

3,439

3,464

5,075

11,980

不良債権比率 

 

） （  

正常債権 
287,091
（96.00％） 

総与信額 
299,072

危険債権 
3,464（1.16％） 

 
貸倒引当金 
1,910
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　当行 は 、 コー ポ レ ー ト ・ ガバ ナン スの 重要性 が 増 す な か で 地域金融機関 と し ての社会的責任 と 公共的使命 を果 た す こ と を 

柱と し た企業倫理 を構築 す る こ と を基本方針 と し て 、 経営 の意思決定 の迅速化 、 責任体制 の明確化 、 取締役会 の監督機能 

強化等 に 取組ん で お り ま す 。  

　ま た 、 リスク管 理と コン プライアンス を経営 の最重要課題 と 位 置 づ け 、 頭取 を委員長 と す る「リスク管理委員会」および「コ        

ンプ ラ イ ア ン ス 委 員 会 」 を設置 し て リ ス ク 管 理 の 強化 に 努 め て い ま す 。  

コーポレート・ガバナンス（企業統治）について 

内部管理体制  

コーポレート・ガバナンス体制 

選任・監督 
基本方針 

内部監査 

代表取締役 

常　 　 務 　 　会 

各種委員会 

本部各部 
・ 

各営業店 
監 査 部   

選任・解任 
選任・解任 

選任・解任 

取　締　役　会 

株　主　総　会 

監 査 役   
監 査 役 会   

会 計 監 査 人   

監　査 
（取締役会等への出席） 

会計監査 

本 部・営 業 店  

事故防止委員会 主管部 
事務部 

A L M委員会   主管部 
融資統括部 

信用リスク 
作 業 部 会   A L M作業部会   事務リスク・システ 

ムリスク作業部会 

預 金 保 険 機 構   
データ整備委員会 

反社会的勢力 
対策委員会   

信用リスク ALM・市場関連リスク・       
流 動 性 リ ス ク   

事務リスク・  
システムリスク 

事 故 未 然   
防止・対策 預金保険機構対応 

反社会的勢力 
対　　策 

監　査　役（会）  取　締　役　会 

内 部 監 査 

非常事態対策本部 

危　機　管　理 
非常事態対策   

営業統括部 
総合企画部 リスク管理委員会 コンプライアンス委員会 

・ 

・ 

・ 

当
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当 行 の 考  え  方   

・ 「市場 の 変 動 に 伴 って 資 産 、 負債等 の 価値 が 減 少す る リ ス ク 」 を市場リスク、「金融機関に対する信用低下や運用・調達の極端な不一致から急速な資金の流 
出に対 応 できな く なる リ ス ク 」 を流動性 リ ス ク と い い ま す 。  

・ 「事務面での事故や不正に係わるリスク」を事務リスクといい、「コンピューターシステムの障害や不正利用等により損失を被るリスク」 をシ ステ ム リ ス ク と 
いい ま す 。  

・ 「貸出先の経営悪化で貸出した資金の元本回収ができない、 ない しは 利息収入 が 得 ら れ な い な ど の リ ス ク 」 を信用 リ ス ク と い い ま す 。  

　各種市場関連リ ス ク 管理体制 と し て、「リスク管理委員会」 の下部組織 で あ るALM（資産・負債総合管理）委員会および作業部会を設 

置し 、 月1回 の 委 員 会開催 を通 し て リ ス ク 管 理 の 徹底 を図 っ て い ま す 。  

　金利リスク 対 策 と し て 、 調達面 で は 金利予測 に 応 じ て 期間 な ど 調達構造 の均質化 を図 り 、 運用面 で は 市場金利 の変動 に と も な い 貸出 

金利 を変化 さ せ る こ と が で き る よ う 短期 プライムレート 連動型長期貸出金利 を導入 し て い ま す 。  

　ま た 、 国際証券部 に お い て 常時運用資産 の点検 に 取組み 、 安定的 な収益確保 を 目 指 す と 共 に 運用 と 調 達 の 資金 ポジション の 適切 な管 

理を 行うことにより、資金繰り に つ い て 常 に 把 握 し 、 流動性 リ ス ク を 考慮 し た 業務運営 を行 っ て い ま す 。  

〈市場関連・流動性リスク〉 

　信用 リ ス ク 管理体制 と し て 融資統括部 を主管部 と し た関係各部 か ら な る 作業部会 を設置 し て 、 リス ク 管 理 の 充 実・強化を図っています。 

　当行 で は 銀行 の重要 な 資産 で あ る 貸出金 の健全性 を堅持 し 、 厳格な信用 リ ス ク 管理 の 維 持 を 図 る ため 従来 よ り 審査部門 と 推進部門 

を分離 し 、 審査 の独立性・客観性 を確立 さ せ る こ と に よ り 個別案件 ご と に 厳 正 な 審査 を行 っ て い ま す 。 

さらに 、 各種信用情報 や“キャスター” によ る企 業の 経営分析 と“アラーム管理システム” による 倒 産 の 事 前 チェック な ど を 行 い 、 不良 

債権発生 の防止 に 努め る と 共 に 信用格付 の導入 や 信用 リ ス ク の 計量化（与信先の債務不履行等 で 債 権 が 回収不能 に な る 可能性 を数値 

化して 把 握 す る こ と ） にも 取組み 、 より 高度 な融資運営 を 目 指 し て い ま す 。  

　ま た 、 自 己査定 に つ き ま し て は 、 金融庁 が 公 表 し た「預金等受入金融機関に係る金融検査マニュアル」 を踏 ま え て 、 自 己責任原則 に 基 

づき かつ 外部監査人 と の 合意 の も と 制定し た 自 己査定基準 に 従 っ て 厳格 に 実 施 し て い ま す 。  

〈信  用  リ ス  ク  〉 

　事務・システムリスク管理体制 と し て 事務部 を主管部 と し た関係各部 か ら な る 作業部会 を設置 し て 、 リス ク 管 理 の 充実・強化を図って 

いま す 。  

　事務リ ス ク 対 策 と し て 、 監査部 に よ る 総合監査 のほ か に 部分監査 を併用 し て 営業店監査 を行 う ほ か 、 事務部事務指導役 に よ る 臨店指 

導や 自 己責任原則 に 基 づ く 営業店 自 身 に よ る 毎 月 の 自 店検査 を実施 す る な ど 、 事故 の未然防止 に 取組んでいます。さらに、事務規定の 

充実 を 図 り 研修等 を通 し て 営業店事務水準 の向上 に 努め て い ま す 。  

　シ ステ ム リ ス ク に つ き ま して は 、 当行 の オ ン ラ イ ン セ ン タ ー で あ る シ ス テ ムバ ン キ ン グ 九州共同 セ ン タ ー と 共 に 、 元帳 の二重化 、 大規 

模災害時 に 備 え た バ ッ ク ア ッ プ セ ン タ ー の設置 な ど 、 非常事態対策 も 講 じ て い ま す 。  

〈事  務  リ ス  ク  ・ シ  ステ ム  リ スク 〉  

　金融 の 自 由化・国際化・規制緩和 の急激 な 進展 に と も な い 、 金融機関 が 直 面 す る リ ス ク は 一 段 と 複雑化・多様化しています。 

　こ の よ う な 環 境 の 中 で 当 行 は 、 取締役会 を頂点 と し た リ ス ク 管理体制 を構築 し て お り ま す 。  

　リスクに適切に対応できる体制を一層充実させるため、頭取を委員長とする「リスク管理委員会」と、その下部組織として関係各部か 

らなる委員会、作業部会を設置してリスク管理の徹底と経営の健全性の維持向上に努めています。 

　ま た 、 非常事態対策 マ ニ ュ ア ル を 策定し て 、 不測 の事態 に 備 え て い ま す 。  

リスク対応について  

　当行 は 従 来 か ら 、 より 地 元 に 親 し ま れ 信 頼 さ れ る 銀行 を目指 し て き ま し た 。 その た め に も コ ン プ ラ イ ア ンス 態 勢 の 定 着を 経営上 の最 

重要課題 と し て 位 置 づ け 、 その 徹底 を図 る べ く 全役職員 が 一 丸 と な っ て 取組ん で お り ま す 。  

　コ ンプ ライ アン ス 統括部署 の総合企画部 を中心 に 、 関係各部 と 連 携 し て 法 令 や ル ー ル に 則 し た業務処理 が な さ れ て い る か を チ ェ ッ ク 

する体制を整備すると共に、毎年「コンプライアンス・プログラム」 を策定 し 具体的計画 の実践 に 向 け 諸活動 を展開 し て お り ま す 。 また 、 

関係各部・営業店 に は コ ン プ ラ イ ア ン ス 責任者・担当者 を配置 し て コ ン プ ラ イ ア ン ス の 徹底状況 を モ ニ タ リ ン グ す る と 共 に、「コンプライ 

アンス・ ガイドブック 」 に基 づく 職場研修 や 啓蒙活動等 を通 し て よ り 高 い 自 己規律 や 自 己責任 の企業倫理 の構築 に 努め て い ま す 。  

コン プ ライア ンス  （法令等遵守）について  

当
行
の
考
え
方 

�




